
資 料 ３
「喜多方市行政改革実施計画」における設定する目標値等の変更

２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

10
②簡素で効
率的な組織
機構の構築

⑥公民館の組織体制
の見直し

生涯学習推進計画及び実施計
画に位置付けられた、生涯学
習課も含めた中央公民館と地
区公民館体制の確立を図る。

利用基準（開
館時間、営利
目的使用料な
ど）の検討

利用基準の検
討

運営体制の検
討

検討結果に基
づく対応

運営体制の検
討

検討結果に基
づく対応

利用基準（使
用料）、運営
体制の検討

検討結果に基
づく対応

分かりやすい
施設利用

現在、利用基準（使用料）についての検討を行ってお
り、他の市有施設の使用料積算方法との十分な整理
が必要であり、関係部署との調整を行っているため。

生涯学習課

11
③民間委託
等の推進

①民間委託・民営化の
調査検討、推進

行政運営の効率化とともに行
政サービスの維持向上を図る
ため、民間でできるものは積極
的に民間委託・民営化を推進
する。＜農業集落排水処理施
設の包括的民間委託による管
理業務＞

業務委託に係
る準備

包括的民間委
託の実施
業務委託に係
る準備

包括的民間委
託の実施

運転管理業務
の効率化・維
持管理経費の
削減

現在、業務委託について検討を行っているが、各種
機器の老朽化に伴なう修繕等が多数発生している現
状において、包括的民間委託の有効性を見極めるた
めスケジュールの見直しを行い、業務委託に係る準
備を平成25年度までとして、実施を平成26年度とし
た。

下水道課

23
②財産等の
処分及び有
効活用

③活用されていない施
設の有効活用

活用されていない施設の有効
活用を図る
熱塩加納総合支所庁舎3階部
分、高郷町教員宿舎、母子生
活支援施設（母子寮）他

高郷町教員宿
舎⇒教員宿舎
として利用

その他の施設
については継
続して検討す
る

高郷町教員宿
舎⇒教員宿舎
として利用

高郷町教員宿
舎⇒入居状況
を踏まえ、教
員宿舎として
の用途廃止を
含め検討する

高郷町教員宿
舎⇒教員宿舎
として利用

施設の有効活
用及び維持管
理経費の削減

現在１名の入居者がおり、今後についても入居を継
続していく状況を踏まえて検討した結果、宿舎として
利用することにしたため。

教育総務課

26

③地方公営
企業(水道事
業）及び下水
道事業の経
営健全化

②民間委託の調査検
討、推進

事務事業の効率化、業務量の
削減及び経費の節減を図るた
め、民間委託を調査検討、推
進する。
①開閉栓受付及び開閉栓業務
②給水停止業務を含む滞納整
理業務
③水量異常チェック及びメー
ター点検業務
上記3事業（営業業務）のほ
か、水道事業全体の施設管理
を含めた包括的な民間委託化
の調査、検討

営業業務につ
いて引き続き
具体的な経費
削減効果を検
討する。

営業業務につ
いて民間委託
にすべきか、
直営で行うべ
きかの結論を
だす。

前年度の結論
結果に沿って
対応（委託内
容の検討、委
託業者の選
定）。

水道事業の一
部（窓口業務
等）を平成
2526年度から
2728年度まで
の3年間民間
委託するため
の準備。
また、包括的
な民間委託に
ついて調査、
検討を開始す
る。

水道事業の一
部（窓口業務
等）を平成
2526年度から
2728年度まで
の3年間民間
委託する。
また、包括的
な民間委託に
ついての調査
結果（結論）に
基づいて対応
する。また、包
括的な民間委
託について調
査、検討を開
始する。

人件費の削減
が期待できる

山都・高郷簡易水道の統合と併せて事務委託を含め
た業務についても検討することにしたため、平成26年
度からの委託とした。

水道課

大綱１
効率的・
効果的
な自治
体の経
営

大綱2
健全な
財政運
営

担当課設定する目標値等 考えられる取
組効果

基本項目 実施項目と概要

実施計画の内容

№
具体的な取組内容

（計画）
大綱 目標値等の変更の主な理由

削除・変更・追加 

削除・変更 

追加 

削除・変更 追加 

追加 削除・変更 
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担当課設定する目標値等 考えられる取
組効果

基本項目 実施項目と概要

実施計画の内容

№
具体的な取組内容

（計画）
大綱 目標値等の変更の主な理由

46

大綱4
市民か
ら一層
信頼され
る透明で
公正な
行政の
推進

③使用料及
び手数料等
の見直し

①使用料及び手数料
についての定期的見直
し

各課において、負担公平の原
則や受益者負担の原則を基
本に、使用料及び手数料につ
いて定期的な見直しを実施す
る。

各課において
見直しを実施

一斉見直しに
向けた調査、
検討

使用料及び手
数料について
一斉見直し
使用料及び手
数料の見直し
に向けた検討

検討結果に基
づく対応

使用料及び手
数料について
一斉見直し 検討結果に基

づく対応
適正な負担と
財源の確保

現在、各施設における使用料に対する整合性をとる
ために調整をしており、統一した見直しを行うため検
討する期間が1年間必要となった。

財政課

追加 削除・変更 

削除・変更 


